
法人名　　　社会医療法人白鳳会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　郡上市白鳥町白鳥２－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

Ⅱ　固　定　負　債

 ２ 無 形 固 定 資 産 Ⅰ　積　立　金

　　　資　本　準　備　金　

その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産

8,554

281

136,128

13,248

312

科　　　目

1,040,277

2,101,417

2,092,465

Ⅱ　固　定　資　産

18,898

260,482

72,000

構 築 物

預 り 金

未 払 金

78,104

設 立 等 積 立 金

純 資 産 合 計

439,109

資　産　合　計 3,141,694

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金 4,968

222

保 険 積 立 金 130,933

負債・純資産合計

12,967

5

繰 越 利 益 積 立 金

3,141,694

2,101,417

科　　　目

1,681,356

金　　　額

退 職 給 付 引 当 金

純 資 産 の 部

699,591

357,105

負　債　合　計

（令和　2年　3月31日現在）

340,685Ⅰ　流　動　負　債

１年以内返済長期借入金

6,803

8,951

1,326,322

332,292

賞 与 引 当 金

1,460,338

その他の流動資産

2,327

買 掛 金

4,632

科　　　目金　　　額

1,310,960

160,245

18,702た な 卸 資 産

長 期 借 入 金

資　産　の　部

ソ フ ト ウ ェ ア

車 両 及 び 船 舶

土 地

その他の固定資産

Ⅰ　流　動　資　産

建 物

現 金 及 び 預 金

事 業 未 収 金

金　　　額

医 療 用 器 械 備 品

負　債　の　部

4,037

その他の器械備品

78,372

貸 借 対 照 表

864,287

そ の 他 の 流 動 負 債



法人名　　　社会医療法人白鳳会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　郡上市白鳥町白鳥２－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

（１）事　業　費

（２）本　部　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益　

Ⅴ　特　別　損　失

補 助 金 収 入 4,400

その他の事業外収益 6,831 11,289

当 期 純 損 失 107,477

税 引 前 当 期 純 損 失 107,477

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 ―

固 定 資 産 圧 縮 損 4,400

その他の事業外費用 2,344 4,278

経 常 損 失 103,112

4,400

0

固定資産売却益 35

固 定 資 産 除 却 損

支 払 利 息 1,934

35

事 業 損 失 110,123

受 取 利 息 58

50,671

附帯業務事業損失 13,339

本来業務事業損失 96,783

37,331

1,964,306

　

1,610,272

450,817 2,061,090

損 益 計 算 書

（自　平成31年　4月　1日　　至　令和　2年　3月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する事項 

 

 

１.資産の評価基準及び評価方法 

・たな卸資産 

   最終仕入原価法 

 ・投資有価証券 

  時価の無いもの：移動平均法による原価法 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 

 定率法による。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を

除く）及び平成２８年４月１日以降に取得した建物付属設備並びに構築物については、

定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり。 

  建物        ７年～４７年 

  構築物      １０年～２０年 

  医療用器械備品   ４年～１０年 

  その他の器械備品  ４年～１２年 

  車両及び船舶    ５年～ ６年 

   

・無形固定資産 

 定額法による。 

 なお、法人利用のソフトウェアの耐用年数については法人における利用可能期間(５

年)に基づいている。 

 

３.引当金の計算基準 

 ・賞与引当金 

   職員に対し支給する賞与の支出に備えるため、当会計年度の負担する支給見込み

額に基づき計上している。 

  

 ・退職給付引当金 

   職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務を簡便法（退

職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により計算し計上

している。 

 



４.消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。 

 

５.その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

・補助金等の会計処理 

  固定資産を購入する目的で受取った補助金等については、受取った会計年度に一括

して収益として計上している。 

  なお、対象となる固定資産については法人税法上の圧縮記帳が認められている場合

は、固定資産を直接減額する方法によって処理している。 

 

６.担保に供されている資産に関する事項 

【担保に供している資産】 

科 目    金 額 （千円） 

建 物 453,568 

土 地 166,796 

計 620,364 

 

【担保に係る債務】 

科 目 金 額  （千円） 

長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 

338,587 

計 338,587 

 

７.その他医療法人の財政状態又は損益状況を明らかにするために必要な事項 

  有形固定資産減価償却累計額           3,613,540 千円 

   

  退職給付に係る会計基準の適用時差異の未処理残高  166,804 千円 


